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第５４号議案

調停に代わる決定について

下記の債務額確定等調停事件に関し、令和元年１０月２１日付けの民事調停

法（昭和２６年法律第２２２号）第１７条の規定による調停に代わる決定に対

し、異議を申し立てないことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項の規定に基づき議会の議決を求める。

令和元年１１月１日提出

豊川市長 竹 本 幸 夫

記

１ 事件名

名古屋簡易裁判所令和元年（特ノ）第１６号債務額確定等調停事件

２ 当事者

申立人 豊川市開発ビル株式会社

相手方 豊川市、豊川信用金庫及びユニー株式会社

３ 事件の概要

申立人が、令和元年６月２４日名古屋簡易裁判所に対し、相手方３名に対

する債務額を確定し、その支払方法の協定を求める特定調停手続による調停

を申し立てていたものである。

４ 調停に代わる決定の概要

⑴ 申立人及び相手方３名は、申立人の相手方３名に対する債務額を次のと

おり確認する。

豊川市 ７，０００万円

豊川信用金庫 ２２億９，６１３万３，０００円

ユニー株式会社 １億５，０００万円

⑵ 市は、申立人からその事業の全部の譲渡を受ける。

⑶ 市は、申立人からプリオビル関係の土地及び建物並びにプリオⅡビル関

係の土地を１３億４，３００万円（建物に対する消費税及び地方消費税を

除く。）で買い受ける。
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⑷ 市は、申立人からプリオⅡビル関係の建物の贈与を受ける。

⑸ 市は、申立人から譲渡される不動産に係る賃貸借契約上の貸主たる地位

及びリース契約上の契約当事者たる地位を引き継ぐ。

⑹ 申立人は、市に譲渡した不動産の譲渡対価から、豊川信用金庫に５億円

を、ユニー株式会社に３，０００万円を弁済し、豊川信用金庫及びユニー

株式会社は、当該不動産に係る根抵当権及び抵当権を解除する。

⑺ 相手方３名は、申立人が特別清算手続の開始に先立ち、その他の債権者

に対してその債務の全てを弁済することに同意する。

⑻ 申立人は、特別清算手続により、相手方３名に対し、⑹による弁済後の

残債務の一部を弁済し、相手方３名は、当該弁済後の全ての残債務を免除

する。

⑼ 市は、申立人の特別清算手続による債務の弁済額が次の金額を下回った

ときは、他の相手方に対し、当該金額に満たない額を補償する。

豊川信用金庫 ６億２，０００万円

ユニー株式会社 ４，０００万円

⑽ 調停費用は、各自の負担とする。


